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1. 熊本地震の概要

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会
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熊本地震の概要

平成28年４月14日21時26分以降に発生した震度６弱以上を観測した地震

地震活動の状況（4/14～7/12）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典： 気象庁「平成28年（2016年）

熊本地震」について（第41報）

発生時刻 震央地名 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 最大深度

４/14 21:26 熊本県熊本地方 6.5 ７

４/14 22:07 熊本県熊本地方 5.8 ６弱

４/15 00:03 熊本県熊本地方 6.4 ６強

４/16 01:25 熊本県熊本地方 7.3 ７

４/16 01:45 熊本県熊本地方 5.9 ６弱

４/16 03:55 熊本県阿蘇地方 5.8 ６強

４/16 09:48 熊本県熊本地方 5.4 ６弱

震度 ７ ６強 ６弱 ５強 ５弱 ４ ３ ２ １

回数 ２ ２ ３ ４ ８ 93 283 633 851
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2. ⽔道の被害状況

 断水状況

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会
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断⽔状況

最⼤44万5,857⼾ 断⽔（各自治体の最大断水戸数の累計）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典： 内閣府非常対策本部「平成28年（2016年）熊本県

熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について」

（平成28年12月14日18時00分現在）

熊本県 最大断水戸数 断水期間

宇城市 11,215戸 4/14～4/26

益城町 約11,000戸 4/14～5/12

御船町 6,590戸 4/14～5/23

熊本市 326,873戸 4/21～4/30

西原村 2,652戸 4/16～5/25

大津町，菊陽町 約31,000戸

玉名市 122戸 4/15～4/21

菊池市 3,000戸 4/17～4/22

山都町 2,760戸 4/14～4/25

甲佐町 697戸 4/15～4/26

美里町 600戸 4/15～4/16

宇土市 約9,200戸 4/16～4/18

小国町 177戸 4/16～4/20

南阿蘇村 3,503戸 4/16～7/28

産山村 200戸 4/16～4/20

玉東町 0戸

合志市 約3,000戸 4/16

人吉市 約7,000戸 4/16～4/18

阿蘇市 約10,000戸 4/16～5/8

南小国町 2戸 4/16～4/17

高森町 2,866戸 4/17～4/21

小計 432,457戸

大分県 最大断水戸数 断水期間

日田市 267戸 4/14～4/18

中津市 23戸 4/16～4/16

由布市 3,442戸 4/16～4/23

別府市 5,740戸 4/16

九重町 791戸 4/16～4/26

竹田市 0戸

豊後大野市 0戸

小計 10,263戸

宮崎県 最大断水戸数 断水期間

五ヶ瀬町 0戸

延岡市 30戸 4/16

高千穂町 2,700戸 4/16～5/4

美郷町 28戸 4/16

小計 2,758戸

福岡県 最大断水戸数 断水期間

久留米市 70戸 4/16

小計 70戸

長崎県 最大断水戸数 断水期間

南島原市 35戸 4/16

雲仙市 15戸 4/16

小計 50戸

佐賀県 最大断水戸数 断水期間

神崎市 10戸 4/16

小計 10戸

鹿児島県 最大断水戸数 断水期間

出水市 249戸 4/16

小計 249戸

県 最⼤断⽔⼾数

熊本県 432,457⼾

⼤分県 10,263⼾

宮崎県 2,758⼾

福岡県 70⼾

⻑崎県 50⼾

佐賀県 10⼾

⿅児島県 249⼾

⼩計 445,857⼾
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3. 被災事業体への応援

 日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

地震等緊急時における情報連絡・応援要請の流れ

 熊本地震時

情報連絡・応援要請の流れ

 応急給水・応急復旧実施状況

 熊本市内における他都市応援事業体による漏水調査及び管路修理推移（4/22～）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会
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⽇本⽔道協会「地震等緊急時対応の⼿引き」

目次

Ⅰ 相互応援の一般事項
１．本手引きの目的

２．応援要請

３．水道給水対策本部の設置

４．費用負担の基本的な考え方

５．労働災害等の基本的な考え方

Ⅱ 平常時の相互応援の準備
１．水道事業体における準備

２．応援水道事業体における出動準備等

３．教育・訓練の実施

Ⅲ 災害時における応急活動の実施
１．応急活動の作業方針

２．応急給水の活動

３．応急復旧の活動

４．災害発生時の広報

５．経過記録

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

⽬的：地震等緊急時において，日本水道協会及び会員水道事業体等による相互応援の仕組みと，

これに関わる水道事業体の役割や応援活動の留意事項等を明確にすることにより，

会員相互間で行われる応急給水，応急復旧等の相互応援活動を迅速かつ円滑に実施し，
被災した水道事業体の給水を早期に確保すること。
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⽇本⽔道協会「地震等緊急時対応の⼿引き」

被災水道事業体

水道施設に対する被害情報，応援要請の有無を被

災都府県支部長等に連絡する。

なお，発災後間もない段階でも，必要な給水車の台

数等の具体的要請項目があれば，順次連絡を行う。

被災都府県支部長等

 被災水道事業体から得た被害情報，応援要請の有

無を被災地方支部長及び都府県支部・地区内の水

道事業体に連絡する。

 また，被災規模等によっては情報連絡調整担当水

道事業体の役割を担う。

 特に，小規模水道事業体が被災した場合には，被

害状況を把握し，応援要請の要否の確認に努める。

被災地方支部長

 被災都府県支部長等から得た被害情報，応援要請

の有無を日本水道協会救援本部及び地方支部内

の都府県支部長等に連絡する。

 また，応援要請の範囲が複数の都府県支部等にわ

たる場合には，情報連絡調整担当水道事業体の役

割を担う。

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）
地震等緊急時における情報連絡の流れ（１/2）
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⽇本⽔道協会「地震等緊急時対応の⼿引き」

日本水道協会救援本部

厚生労働省との連絡調整を密に行い，本協会会員

以外の水道事業体及び簡易水道事業体の被害状

況についても情報の共有化を図るとともに，被災地

方支部長及び被災都府県支部長等と被災都道府

県の衛生主管部局との間においても連絡調整が密

になるよう厚生労働省に対し働きかけを行う。

厚生労働省から支援要請に関する文書を早急に取

得するよう努めるとともに，応援隊を派遣する地方支

部長や都府県支部長等に要請文を発信する。

被災地方支部長から得た被害情報を他の地方支

部長及び関係各省（総務省等）並びに関係団体（日

本水道工業団体連合会），全国管工事業協同組合

連合会等に連絡する。

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）
地震等緊急時における情報連絡の流れ（２/2）
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⽇本⽔道協会「地震等緊急時対応の⼿引き」

1. 応援の内容が被災都道府県支部等内部の

水道事業体で対応可能な場合

① 被災水道事業体より都道府県支部長等に応援要

請を行う。

② 都道府県支部長等はその都道府県支部・地区内の

水道事業体に出動要請を行う。

2. 応援の内容が他の都府県支部等に及ぶ場合

① 都府県支部長等は地方支部長に応援要請を行う。

② 地方支部長はその地方支部内の都府県支部長等

に応援要請を行う。

③ 応援要請を受けた都府県支部長等はその都府県

支部・地区内の水道事業体に出動要請を行う。

3. 応援の内容が他の地方支部に及ぶ場合

① 地方支部長は日本水道協会救援本部に応援要請

を行う。

② 日本水道協会救援本部は他の地方支部に応援要

請を行う。

③ 応援要請を受けた地方支部長はその地方支部内

の都府県支部長等に，当該都府県支部長等はその

都府県支部・地区内の水道事業体に出動要請を行

う。

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

地震等緊急時における応援要請の流れ 出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）
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熊本地震時

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

熊本県内

熊本市

福岡市

災害発⽣

情報収集

情報連絡の流れ
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熊本地震時

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

熊本県内

熊本市

災害発⽣

福岡市

応援内容調整

応援

応援

応援要請の流れ
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応急給⽔実施状況

派遣先 地方支部 事業体数 台数 人数 都道府県別派遣台数

熊本市 九州 32 38 97 福岡県(8), 佐賀県(5), 長崎県(9), 宮崎県(6),

鹿児島県(10)

中国四国 25 26 75 広島県(8), 岡山県(3), 山口県(7), 鳥取県(3), 

香川県(2), 愛媛県(1), 高知県(2)

関西 11 15 59 大阪府(7), 京都府(4), 兵庫県(4)

中部 4 5 23 愛知県(2), 岐阜県(1), 三重県(1), 長野県(1)

小計 72 84 254

益城町 九州 4 4 11 福岡県(2), 長崎県(1), 鹿児島県(1)

御船町 九州 1 1 2 鹿児島県(1)

中国四国 2 2 8 島根県(2)

西原村 中国四国 2 2 6 山口県(2)

南阿蘇村 中国四国 3 3 6 岡山県(3)

合計 84 96 287

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：日本水道協会

「平成28年熊本地震における日本水道協会の対応について」

 4/28最大時の実績（暫定値）
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⽀援都市との連絡調整⽅法（熊本市）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

 毎朝６時から30分程度支援都市を含めた全体ミーティングを開催し，当日の応急給水活動に

かかる指示を行った。また，行政区ごとのリーダー都市との会議を必要に応じて随時開催した。

 なお，４月15日から４月18日までは，当局の応急給水対策本部が全ての応急給水班に対し

直接指揮を執っていたが，４月19日からは各行政区ごとにリーダー都市を配置し，原則，応急

給水対策本部はリーダー都市に指示を出し，リーダー都市から傘下の支援都市に指示を出す

体制に改めた。

 この指示系統の変更により，応急給水対策本部は，新たな支援都市の受入れや給水所の調

整等の大枠のマネジメントに徹することが可能となり，本部の事務の軽減化に繋がった。さらに，

リーダー都市がそれぞれの区に指示を出すことによって，各区の応急給水活動の円滑化に寄

与した。

応急給⽔
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応急復旧実施状況
派遣先 地方支部 事業体数 班数 人数 派遣事業体内訳 ※（）内は班数

熊本市
(5/5最大時)

九州 8 8 68 福岡市，北九州市，久留米市，長崎市，

大分市，鹿児島市，佐賀東部水道企，西佐賀水道企

中国四国 8 8 51 広島市(2)，米子市，鳥取市，高松市(2)，徳島市，

下関市・宇部市，倉敷市

関西 11 11 83 大阪市，神戸市(2)，豊中市，堺市，京都市，大津市，

和歌山市，奈良市・橿原市・生駒市(2)，滋賀県企業庁(2)

中部 10 12 67 名古屋市(2)，新潟市，静岡市(2)，長野市・松本市，長岡市，

浜松市(2)，豊橋市，金沢市，富山市

関東 7 10 99 東京都(4)，川崎市，千葉県，神奈川県企業庁，横浜市，

さいたま市，横須賀市

東北 5 6 60 仙台市(2)，山形市，郡山市，福島県支部，盛岡市，

石巻地方広域水道企

北海道 2 2 28 札幌市，小樽市

小計 51 57 456 ※人数については管工事業者を含む

阿蘇市 3 4 31 大分市(2)，岡山市，松山市

宇城市 - - - 5/7現在復旧完了

益城町 5 6 39 宮﨑市，佐賀市，串間市，東京都，横浜市(2)

御船町 2 2 19 新潟市，橿原市

西原村 1 1 10 福岡市

合計 62 70 555

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：日本水道協会

「平成28年熊本地震における日本水道協会の対応について」

16



⽀援都市との連絡調整⽅法（熊本市）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

①幹事都市（福岡市）との連絡調整方法

 福岡市と日本水道協会本部とで，日々刻々と変わる被害状況及び調査修理状況の情報を共有し，翌日

の作業内容等を確認するため連絡調整会議を行った。会議は状況に応じ随時行ったが，最低でも午後６

時頃に毎日１回実施した。

 また，幹事都市である福岡市は毎朝開催される当局の対策本部会議にも出席し，対策本部会議で得た

情報を後述の地方ブロック（北海道・東北，関東，中部，関西，中国・四国，九州）のリーダー都市会議で

報告していただいた。

②各支援都市との連絡調整

 毎朝リーダー都市会議を開催し情報の共有を図った。その後，各ブロック会議でリーダー都市会議の情報

等を報告し各ブロックにおける状況や分担等を協議した。

 なお，各ブロック会議については，特に時間や頻度は定めておらず，協議内容は，被害状況及び調査修

理状況の情報共有，翌日の

担当エリア及び作業内容等

であった。

漏⽔調査及び応急復旧

17

熊本市内における他都市応援事業体による漏⽔調査
及び管路修理推移（4/22〜）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：日本水道協会

「平成28年熊本地震における日本水道協会の対応について」
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修理件数 0 0 0 0 7 10 33 77 128 185 236 253 294 329 350 381 416 429 432 439 444 445 446 446

修理件数/漏⽔発⾒件数（本管及び給⽔管）
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4. 福岡市の具体的な⽀援活動

 概要（福岡市の職員派遣状況）

 応急給水

 総括調整

 漏水調査

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 応急復旧

 その他支援

 費用負担
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概要（福岡市の職員派遣状況）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

派遣

期間

支援

人数
応急給水

総括

調整

漏水

調査

応急

復旧
計画

策定

合 計 4/15～6/24
1,012

人

119
台

354
人

352
人

51
人

236
人

19
人

熊本県

小 計 4/15～6/24 1,004 115 346 352 51 236 19

熊本市 4/20～5/17 445 26 68 298 51 28 -

西原村 5/2～6/24 316 32 96 - - 208 12

益城町 4/15～5/27 209 46 155 54 - - -

南阿蘇村 4/30～5/21 19 6 12 - - - 7

阿蘇市 5/6～5/10 15 5 15 - - - -

大分県 日田市 4/16～4/19 8 4 8 - - - -
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概要（福岡市の職員派遣状況：４〜６⽉）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急給水 ４月 ５月 ６月 合計

熊本市 53 15 0 68

阿蘇市 0 15 0 15

益城町 93 62 0 155

西原村 0 33 63 96

南阿蘇村 2 10 0 12

日田市 8 0 0 8

合計 156 135 63 354

漏水調査 ４月 ５月 ６月 合計

熊本市 51 0 0 51

合計 51 0 0 51

総括調整班 ４月 ５月 ６月 合計

熊本市 115 183 0 298

益城町 0 54 0 54

合計 115 237 0 352

応急復旧 ４月 ５月 ６月 合計

熊本市 24 4 0 28

西原村 0 196 12 208

合計 24 200 12 236

その他支援 ４月 ５月 ６月 合計

西原村 0 6 6 12

南阿蘇村 0 7 0 7

合計 0 13 6 19

応急給⽔

延べ354⼈

総括調整班

延べ352⼈

漏⽔調査

延べ51⼈

応急復旧

延べ236⼈

その他⽀援

延べ19⼈

合計

延べ1012⼈
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応急給⽔（九州地⽅⽀部⻑として）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

• 地震発生直後
⇒ 会員水道事業体，簡易水道事業体へ直接電話して，応援要請内容を確認

• その後
⇒ 応援している事業体から各地方支部長を通じて必要な応援内容を収集

• 地震発生直後
⇒ 会員水道事業体，簡易水道事業体へ直接電話して，応援要請内容を確認

• その後
⇒ 応援している事業体から各地方支部長を通じて必要な応援内容を収集

応援要請の情報収集

• 地震発生直後
⇒ 応援要請内容や現地到着予定時刻等を踏まえ，応援事業体の派遣先を調整

• その後
⇒ 日々変化する必要な応援内容や派遣メンバー・事業体の交代のタイミング等を踏
まえ，各地方支部長を通じて応援事業体の派遣先を調整

• 地震発生直後
⇒ 応援要請内容や現地到着予定時刻等を踏まえ，応援事業体の派遣先を調整

• その後
⇒ 日々変化する必要な応援内容や派遣メンバー・事業体の交代のタイミング等を踏
まえ，各地方支部長を通じて応援事業体の派遣先を調整

応援事業体の派遣先を調整

• １日に１回程度のペースで応援状況を整理• １日に１回程度のペースで応援状況を整理

応援状況を整理
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応急給⽔（九州地⽅⽀部⻑として）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 第１報（4/16 14:30）  第14報（4/28 18:00）

応援状況を整理
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応急給⽔

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 4/14 21:26 前震発生

 4/15 1:10 熊本県支部長（熊本市）から九州地方支部長（福岡市）へ支援要請

 情報収集（被災・道路状況など）

 資機材等準備

 隊員集合

 4/16 9:00 本局発（給水車３台，応急給水隊員12名） ⇒ 益城町へ

 その後，熊本市，南阿蘇村，西原村，阿蘇市，日田市にも派遣

現地派遣
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給⽔⾞への注⽔ 給⽔⾞による給⽔

応急給⽔栓による給⽔ 仮設給⽔タンクによる給⽔

応急給⽔

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

活動内容

25

• 現場状況の確認（給水人口，給水量等） ・情報共有

• 緊急な要請への対応 等

• 給水場所 （避難所，医療機関，社会福祉施設等）

• 注水場所

• 給水車タイプ （サイズ，タンク容量，加圧・非加圧等）

• 貯水槽，仮設給水タンク等の有無 等

上記を踏まえ，効率的な給水ルートを決定

• 断水区域 ・水源状況

• 応急給水が必要な区域，給水人口 ・道路状況 等

応急給⽔

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急給⽔の流れ（例）

（ア）情報収集

（ウ）給⽔作業の実施

（イ）給⽔計画の策定

状況変化等

26



平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急給⽔
出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

応急給⽔に係る経過記録（給⽔作業→作業結果の集約）
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平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急給⽔
出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

応急給⽔に係る経過記録（給⽔作業→作業結果の集約）
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 14日の前震後には通常運用している96本の取水井のうち，69本で濁度が上昇して自動停止となり，市内

約８万５千戸で断水が発生した。

また，職員による各施設・管路の被害状況調査を実施する中で，施設構内の配管や設備の不具合が見

つかり，時間の経過とともに被害状況が明らかとなっていった。

 全市民の飲料水を確保するために，当局職員による取水井の濁水解消，手作業による排水作業や，熊

本市管工事協同組合との連携による施設構内の導送水管の応急復旧を最優先とした。

 15日の復旧作業により水道水供給の目処がたった後，16日１時25分に本震が発生し，施設や管路の被

害はさらに拡大し，市内全域で約32万６千戸が断水することとなった。

その後改めて，取水井の濁水解消，手作業による排水作業や施設構内の導送水管の応急復旧を行い，

水源を確保することに取り組んだ。

復旧⽅針（熊本市）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

(ア) ⽔源の確保

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

応急復旧については，市内全域で約32万６千戸が断水し，市内の断水人口が約69万人に及んだことを鑑

み，「本震から３日で出来る限り通水する」，「基幹管路の応急修理を１週間で完了する」という目標を立て，

市民の早期生活安定を目指し，「（ア）水源の確保」，「（イ）基幹管路の復旧」，「（ウ）末端地域の復旧」の３つ

の方針を定め，応急復旧活動を行った。
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復旧⽅針（熊本市）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

(イ) 基幹管路の復旧

(ウ) 末端地域の復旧

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

 16日の本震後は市内全域で断水となり，管路の被害はさらに拡大していた。

そこで，熊本市管工事協同組合と連携し，基幹管路（導水管・送水管・配水本管）の応急復旧を順次実

施し，16日の本震から３日間で可能な限り通水試験を行い，各戸への水道水供給を急いだ。

特に市内の全取水量の約３分の２を占める東部地区において，最重要配水拠点である健軍配水場から４

月17日に通水を開始した。

 19日からは他都市，26日からは協定団体による支援を受け，漏水調査や管路の修理・修繕作業が進み，

21日には沼山津800mm送水管の通水を，５月10日には秋田1350mm配水管の通水を開始した。

 配水池から13配水区へ試験通水を行い，17日からは断水地域の解消のため，漏水調査及び応急復旧

等の漏水対策を開始した。

 漏水調査及び応急復旧の方針として，植木配水区を除く全配水区で漏水調査及び配水支管・給水管の

修繕を実施することで，末端地域の断水を解消し，適正水圧での安定配水を回復することを目指した。

なお，漏水調査及び応急復旧を行うにあたって，各団体の役割を分担するために，市内全域をエリア分け

し，担当を振り分けて漏水対策を進めていくことで，早期の応急復旧に努めた。

 具体的には，健軍・秋田配水区の漏水調査及び応急復旧について，日本水道協会を通じて参集した支

援都市（業者含む）が主に担当し，健軍・秋田配水区及び調査対象外であった植木配水区を除く，全ての

配水区の漏水調査について，当局から委託した漏水調査業者が担当し，同地区の応急復旧について，熊

本市管工事協同組合が担当した。 30



復旧⽅針（熊本市）

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

 各作業分担や各団体の役割分担を行うことで早

急な断水解消に努め，４月26日には末端の地域

の断水を解消し，適正水圧での安定配水が可能

となったことから，計画断水を行うことで配水池の

水量を確保した。

さらに，それまで唯一通水が完了していなかった

城南町築地・上村地区において，仮配管を設置

することで断水を解消し，４月30日18時には市内

全域で通水するに至った。

その後，６月22日には全ての応急復旧作業を完

了した。

 漏水調査にあたっては，多くの市民の方から漏水

に関する情報提供があったが，住所等の情報が

重複し，同じところに２度調査に行く等，非効率な

ところもあった。写真等で事前に確認できれば防

げるものもあったため，画像等で情報提供を受け

る仕組みの検討が必要である。

(ウ) 末端地域の復旧（続き）

31

総括調整

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

活動内容＠熊本市

幹事都市
兼リーダー都市

全体の統括

方針（案）の
検討・提示

報告資料
とりまとめ

32
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総括調整

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

事業体ごとに確認事項等を整理

• 作業車，重機置場 ・ 埋戻し材 ・ 路面復旧方法

• 道路使用許可 ・ 産廃処理方法 ・ 修理資材の調達方法

• ガードマン ・ 地下埋立会 ・ ガソリン給油

• 矢板置場 ・ 宅内漏水修理作業の注意点 ・ 写真管理方法

• 作業車，重機置場 ・ 埋戻し材 ・ 路面復旧方法

• 道路使用許可 ・ 産廃処理方法 ・ 修理資材の調達方法

• ガードマン ・ 地下埋立会 ・ ガソリン給油

• 矢板置場 ・ 宅内漏水修理作業の注意点 ・ 写真管理方法

⼯事関係

• 消火栓の操作方法 ・ 仕切弁キーの規格 ・ 止水栓の種類

• 上記工具の貸出し可能数

• 消火栓の操作方法 ・ 仕切弁キーの規格 ・ 止水栓の種類

• 上記工具の貸出し可能数

⼯具など

• 集合場所 ・ 現地の状況，作業方針の確認 ・ 充水洗管後の周知方法

• 仮設管の埋設 ・ 修理の実施 ・ 宿泊場所 ・ 地方支部長の作業場所

• 集合場所 ・ 現地の状況，作業方針の確認 ・ 充水洗管後の周知方法

• 仮設管の埋設 ・ 修理の実施 ・ 宿泊場所 ・ 地方支部長の作業場所

その他

33

応急復旧

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急復旧に係る経過記録（漏⽔調査→修理⼯事→⼯事終了→修理結果の集約）

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

34



応急復旧

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急復旧に係る経過記録（漏⽔調査→修理⼯事→⼯事終了→修理結果の集約）

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）
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応急復旧

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急復旧に係る経過記録（漏⽔調査→修理⼯事→⼯事終了→修理結果の集約）

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）
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漏⽔調査

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

活動内容

弁栓類確認，操作

目視調査

音聴調査

調査報告書作成
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応急復旧

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

活動内容＠熊本市，⻄原村

配水管の修理

仮設配水管の整備

給水管の修理

仮設水栓の設置

38



応急復旧

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

報告書作成の留意点

被災事実が確認できる写真 工事内容の記録
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その他⽀援

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

⻑期派遣⽀援＠⻄原村

• 災害復旧事業計画作成

• 災害復旧費の国庫補助手続き

• 災害復旧工事の設計・監督業務 等

• 災害復旧事業計画作成

• 災害復旧費の国庫補助手続き

• 災害復旧工事の設計・監督業務 等

災害復旧業務への従事

40



費⽤負担

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 水道事業体の財源は「受益者負担」の原則により徴収される水道料金であることから，地震等

緊急時に他の水道事業体に対して応援を行った場合の費用負担は，応援水道事業体の水

道の使用者である受益者の利益を損なわないものとすべきである。

 したがって，応援水道事業体が応援を行うに当たり特別に費用を要した場合には，その費用は

被災水道事業体の負担とするのが，費用負担の基本的な考え方である。

ただし，職員の人件費等（給料等）で応援水道事業体が平常時から必要とする費用は，応援

活動に係わった費用であっても，平常時と同様，応援水道事業体が負担する。

 また，応急給水及び応急復旧に要した費用については，国による財政措置が適用されるため，

その仕組みをあらかじめ理解しておくことが重要である。

※ 応急復旧費用に関する負担区分については，応援水道事業体と被災水道事業体との間で，

協定を締結する必要がある。

費⽤負担の基本的な考え⽅

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

41

費⽤負担 出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

費⽤負担の基本的な考え⽅

42



費⽤負担
災害救助法

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与

２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

４ 医療及び助産

５ 被災者の救出

６ 被災した住宅の応急修理

７ 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与

８ 学用品の給与

９ 埋葬

１０ 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの

救助の種類等 （第四条）

災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協

力の下に、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を

図ることを目的とする。

目的 （第一条）
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費⽤負担

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

応急給⽔・応急復旧費⽤に対する国庫補助等

出典：日本水道協会「地震等緊急時対応の手引き」

（平成25年３月改訂）

• 「災害救助法」に基づく国庫補助金
概要 ・都道府県知事が行い，市町村長がこれを補助

・救助に要する費用は，被災都道府県が支弁
・飲料水の供給を実施できる期間は，災害の発生の日から７日以内（弾力的運用あり） 等

• 「特別交付税に関する省令」に基づく特別交付税措置

応急給⽔に係る国庫補助

• 「上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱」に基づく国庫補助金

• 「地方債同意等基準」等に基づく地方公営企業等災害復旧債

• 「特別交付税に関する省令」に基づく特別交付税措置

※上記の他にも，都道府県補助や災害の規模によっては時限措置として特別に補助制度等の要綱が
策定されることがある。

応急復旧に係る国庫補助
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① 応急給水（内訳）

② 漏水調査及び応急復旧

費⽤負担

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 他都市支援経費については，「地震等緊急時対応の手引き」等に従い，支援都市への支払い

が行われた。

なお，支援都市の人件費のうち，支援職員の基本給にあたる費用については，他都市におい

て負担。

出典：熊本市上下水道局

「熊本地震からの復興記録誌～地下水都市・熊本を守る～」

消耗機材費 旅費 時間外手当 燃料費光熱水費 宿泊費 機材等運搬費 食糧費 総額

79,907,653 21,017,713 44,018,120 1,468,106 562,990 1,515,921 297,980 148,788,483

（単位：円）

漏水調査 管路修繕 総額

100,644,037 327,732,535 428,376,572

（単位：円）

応援事業体への費⽤負担（熊本市）
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5. 福岡市⽔道局の災害に備えた取組み

 災害応援隊（応急給水，応急復旧，後方支援）

 大都市・都市圏災害協定書

 防災訓練

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会
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災害応援隊

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

他都市で災害等が発生した際，他都市等からの要請に応じて，

水道施設等に関する応急復旧，応急給水及び後方支援（庶務の派遣）を行うことを目的として，

年度当初に全職員を対象に隊員を募集し，第１次～第３次まで編成。

他都市からの

災害派遣要請による派遣

災害派遣訓練

（応急給水・応急復旧）

防災訓練等への参加

主な活動内容
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他都市からの

災害派遣要請による派遣

災害派遣訓練

（応急給水・応急復旧）

防災訓練等への参加

災害応援隊

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

他都市で災害等が発生した際，他都市等からの要請に応じて，

水道施設等に関する応急復旧，応急給水及び後方支援（庶務の派遣）を行うことを目的とし

て，年度当初に全職員を対象に隊員を募集し，第１次～第３次まで編成。

主な活動内容
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災害が発生した際，円滑かつ迅速な応援活動の実施を図り，また，恒久の相互応援の基礎とす

るため，都市間の相互応援について協定を締結

⼤都市・都市圏災害協定書

災害時協定締結状況

•札幌市，仙台市，さいたま市，東京都，川崎市，横浜市，新潟市，静岡市，浜松市，
名古屋市，京都市，大阪市，堺市，神戸市，岡山市，広島市，北九州市，福岡市，
熊本市

•札幌市，仙台市，さいたま市，東京都，川崎市，横浜市，新潟市，静岡市，浜松市，
名古屋市，京都市，大阪市，堺市，神戸市，岡山市，広島市，北九州市，福岡市，
熊本市

「19大都市水道局災害相互応援に関する覚書」

•福岡市，北九州市，佐賀市，長崎市，熊本市，大分市，宮崎市，鹿児島市，那覇市•福岡市，北九州市，佐賀市，長崎市，熊本市，大分市，宮崎市，鹿児島市，那覇市

「日本水道協会九州地方支部 災害時における相互応援に関する協定」

•福岡市，筑紫野市，大野城市，太宰府市，古賀市，宇美町，篠栗町，志免町，須恵
町，新宮町，久山町，粕屋町，宗像市，福津市，糸島市及び春日那珂川水道企業
団の各水道事業者並びに福岡地区水道企業団，山神水道企業団及び宗像地区事
務組合の各水道用水供給事業者

•福岡市，筑紫野市，大野城市，太宰府市，古賀市，宇美町，篠栗町，志免町，須恵
町，新宮町，久山町，粕屋町，宗像市，福津市，糸島市及び春日那珂川水道企業
団の各水道事業者並びに福岡地区水道企業団，山神水道企業団及び宗像地区事
務組合の各水道用水供給事業者

「福岡都市圏水道災害時相互応援に関する協定書」
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防災訓練

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

災害発⽣時における情報伝達の確認，応急給⽔・応急復旧などの実施による

相互応援体制の強化を図ることを目的として訓練を実施

九州地⽅⽀部 合同防災訓練

年 度 開催県支部 開催地 参加職員 給水車

平成24年度 九州地方支部 福岡市 120名 9台

平成25年度 熊本県支部 熊本市 156名 10台

平成26年度 宮崎県支部 宮崎市 120名 13台

平成27年度 佐賀県支部 佐賀市 148名 9台

平成28年度 福岡県支部 北九州市 108名 9台

平成29年度 大分県支部 大分市 73名 11台
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防災訓練

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

災害発⽣時における情報伝達の確認，応急給⽔・応急復旧などの実施による

相互応援体制の強化を図ることを目的として訓練を実施

全国地震等緊急時訓練

⼤都市⽔道局 合同防災訓練
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6. さいごに

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

 受援体制の確立に向けて
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受援体制の確⽴に向けて

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

• 大規模な空地，駐車場などの調査

• 空地，駐車場管理者との協定締結

• 大規模な空地，駐車場などの調査

• 空地，駐車場管理者との協定締結

駐⾞場確保

• 空き部屋などの調査

• 空き部屋管理者などとの協定締結

• 水道施設の空きスペース把握

• 空き部屋などの調査

• 空き部屋管理者などとの協定締結

• 水道施設の空きスペース把握

宿泊施設確保

• 空き部屋などの調査

• 空き部屋管理者との協定締結

• パソコン貸出し（コピー機，インターネット環境）

• 電源（コンセント）確保

• 空き部屋などの調査

• 空き部屋管理者との協定締結

• パソコン貸出し（コピー機，インターネット環境）

• 電源（コンセント）確保

会議場所，資料作成場所，機器確保
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受援体制の確⽴に向けて

平成30年11月19日 第２回高知県水道ビジョン策定検討委員会

• 燃料補給箇所の規模など把握

• 確実な燃料確保に向けての協定締結

• 応援者の補給効率化

• 燃料補給箇所の規模など把握

• 確実な燃料確保に向けての協定締結

• 応援者の補給効率化

燃料確保

• 資材（配管，埋戻し材，舗装材）の確保，管理体制

• 特殊機材（カッター，コンプレッサー）の確保

• 道路使用許可等の簡略化

• 交通誘導警備員の確保

• 産業廃棄物，資材置き場の確保

• 資材（配管，埋戻し材，舗装材）の確保，管理体制

• 特殊機材（カッター，コンプレッサー）の確保

• 道路使用許可等の簡略化

• 交通誘導警備員の確保

• 産業廃棄物，資材置き場の確保

⼯事に関する各種事前締結

• 福岡市の統括班と一目でわかる工夫（腕章，服装）

• 住宅地図，配管図の配布

• 給水戸番図の渡し方（個人情報）

• 情報把握，発信力の強化

• 福岡市の統括班と一目でわかる工夫（腕章，服装）

• 住宅地図，配管図の配布

• 給水戸番図の渡し方（個人情報）

• 情報把握，発信力の強化

その他
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